



 ─ 19 世紀日本の指導者の国際認識をめぐる考察 ─ 
The International Situation Leading up to the Japan–Korea Annexation: 



























































































































































































































年 7 月 3 日）は、「たとえ朝鮮国民が税制に苦しんでいることを認めたとしても、それ
が彼らのために軍事介入する理由になるだろうか」と疑問視している （25）。また、ロシ









































たと推察される。この日英間の新条約が 1894 年 7 月 16 日に締結すると、日本は 1894



















































せ、国際社会の日本に対する評判を失墜させた。1896 年 1 月 31 日ノース・チャイナ・
ヘラルドは、「全世界は今や日本の公使は、信任状を携えた国の宮廷で、王妃殺害の陰
謀を成功裏に企て、処罰されずに実行し得ることを知った。」と皮肉めいた論評を載せ







ロシアとの交渉を試みた。1896 年 2 月以後、日露間には様々な交渉が行われたが、「京
城議定書」、「山県＝ロバノフ協定」 （38）等は、ロシアの朝鮮での政治的優位を示す一方
で日本は朝鮮で現有する電信装置の維持など一部の権利を確保するものに過ぎなかっ


















































が、交渉は決裂し、1903 年 12 月に閣議で、「韓国に関しては、如何なる場合に臨むに
も実力を持って我が権勢の下に置くべし」と方針を決めた （48）。
このような日本とロシアの不穏な動きに危機感を覚えた朝鮮政府は、1903 年 11 月










この条約の意図は、第 1 回日英同盟の第 1 条項が朝鮮の「独立」を公約するものであ
り、戦後日本が望んだ朝鮮の保護権確立と矛盾していたためであった。そして、日米
間では、1905 年 7 月「桂・タフト条約」が締結され、フィリピンに対するアメリカの
支配権と日本の朝鮮支配権が承認された。このように、列強間の合意を背後に、1905
年 11 月に、保護条約締結の使命を担った特派大使の伊藤博文は、憲兵を帯同し、第 2
次「日韓協約」 （50）を締結し、朝鮮は日本の実在的保護国となった （51）。
5．おわりに
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